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 証券コード　7266

 平成22年６月１日

株 主 各 位 

 愛 知 県 犬 山 市 字 柿 畑 １ 番 地

 株 式 会 社 今 仙 電 機 製 作 所
 代表取締役社長 増  谷   修

第73期定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

　さて、当社第73期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成22年６月22

日（火曜日）営業時間終了の時（午後５時５分）までに到着するようご返送くだ

さいますようお願い申しあげます。

敬具
記

１．日 時 平成22年６月23日（水曜日）午前11時
２．場 所 愛知県犬山市犬山北古券107-１

名鉄犬山ホテル　２階　「彩雲」（北）
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項  
　報 告 事 項 １．第73期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事

業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第73期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

　決 議 事 項  
　第１号議案 取締役12名選任の件
　第２号議案 監査役１名選任の件
　第３号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上

１．株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正をすべ

き事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.imasen.co.jp/)において、修正後の事項を掲載させていただき
ます。

２．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。
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（添 付 書 類）
　

事　 業　 報　 告

（平成21年４月１日から

平成22年３月31日まで）
　

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、米国金融危機に端を発した急激

な景気の後退による企業収益の大幅な落ち込みを背景に、雇用・所得環境

は厳しさを増し、企業も設備投資を抑制するなど、景気は悪化を続ける状

況の中で始まりました。年度後半におきましては海外経済の改善の下、輸

出や生産に持ち直しの傾向が見られるものの、国内需要の自律的な回復は

なお弱く、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移しております。

  自動車業界におきましては、エコカー減税や補助金などによる需要の喚

起が本格化し、環境対応車などが比較的好調に推移したことから、国内自

動車販売台数は4,880千台（前年同期比3.8％増）と４年ぶりに前年度を上

回る結果となりました。一方、海外市場につきましては、アジア地域の成

長は比較的順調に推移したものの、米国市場では依然として厳しい状況が

続いており、国内自動車生産台数は8,865千台（前年同期比11.4％減）と２

年連続で前年度を下回る結果となりました。  

  当社グループにおきましては、このように急変する経営環境に速やかに

対応すべく、新中期経営計画「Proud 2nd Stage（Recovery 1-2-3）」を展

開いたしました。その初年度であります当連結会計年度におきましては、

スリム化を推進し、縮小した市場においても利益が確保できる体制の構築

を目指し、固定費をはじめとした総費用の圧縮、生産体制の見直し、生産

性の向上、合理化に取り組んでまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度の売上高は、74,012百万円（前年同期比

14.9％減）となりました。

　利益面につきましては、固定費の削減など原価低減活動の効果により、

経常利益は5,281百万円（前年同期比91.4％増）、当期純利益は3,064百万

円（前年同期比103.5％増）となりました。
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　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（自動車部品関連事業）

　　自動車部品関連事業につきましては、一部の地域を除いて自動車生産

台数が前年を下回る結果となったことから、売上高は69,994百万円（前

年同期比14.2％減）と減収となりましたが、固定費の削減効果などによ

り営業利益は5,056百万円（前年同期比51.1％増）となりました。

 (ワイヤーハーネス関連事業）

　工作機械関連機器向けの売上が大幅に減少したことから、売上高は

1,961百万円（前年同期比38.2％減）、営業損失は14百万円（前年同期は

247百万円の利益）となりました。

 （福祉機器関連事業）

　電動車いすの売上が比較的順調に推移したことから、売上高は1,121

百万円（前年同期比11.1％増）、営業利益は138百万円（前年同期比

34.6％増）となりました。

 （自動車販売関連事業）

　自動車販売は、依然として厳しい受注状況が続いており、売上高は936

百万円（前年同期比17.8％減）、営業損失は15百万円（前年同期は27百

万円の損失）となりました。

　

(2) 設備投資等及び資金調達の状況

 ①  設備投資等の状況

  当連結会計年度の設備投資は、総額1,844百万円となりました。その主な

ものは、自動車部品関連事業における新規受注製品や合理化に伴う生産設

備であります。

 ②  資金調達の状況

  当連結会計年度において、特記すべき資金調達は行っておりません。
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(3) 対処すべき課題

  今後の当社を取り巻く環境につきましては、海外経済の改善や政府による

需要喚起に向けた経済対策の効果などから景気は持ち直しの様相を見せつつ

も、そのペースは緩やかであり、企業収益の回復も設備投資などの増加にま

では結びついておらず、まだまだ予断を許さない状況が続くものと予想され

ます。

　当社グループの基盤である自動車部品関連事業におきましては、国内市場

の本格的な需要回復の見込みは依然として不透明な状況となっております。

また、海外市場につきましても中国やインドでは成長が見られるものの、米

国では本格的な回復には至っておらず、しばらくは厳しい状況が続くものと

思われます。　

　このような経営環境の中で当社グループは、当期中にスリム化した体制の

構築を概ね完了いたしましたことから、中期経営計画「Proud 2nd Stage

（Recovery 1-2-3）」の第２ステップとして「経営環境の変化を先取りし、

柔軟に対応できる経営体質を構築する」を目標に、生産体制、事業構成を最

適化し、再び成長路線へ向けて事業を展開してまいります。中でも「品質・

安全・環境」と「新製品開発・先進加工技術」が会社の将来を左右するもの

と考え、これらに重点的に資源を投入すると同時に抜本的な体質改革を図っ

てまいります。

　さらには、「人材育成」に積極的に取り組むことで底上げを実現し、将来

に向けて進化する企業を目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともよろしくご支援、ご鞭撻を賜りま

すようお願い申しあげます。

　

(4) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 70 期

(平成19年３月期)
第 71 期

(平成20年３月期)
第 72 期

(平成21年３月期)

第 73 期
(当連結会計年度)
(平成22年３月期)

売 上 高(百万円) 73,323 91,321 86,936 74,012　

経 常 利 益(百万円) 3,479 6,316 2,759 5,281　

当 期 純 利 益(百万円) 1,902 3,957 1,505 3,064　

１株当たり当期純利益 (円) 122.61 228.30 84.73 173.74　

総 資 産(百万円) 56,918 64,367 53,725 61,212　

純 資 産(百万円) 22,422 26,875 26,001 29,600　
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(5) 重要な親会社及び子会社の状況

 ① 親会社との関係

    該当事項はありません。

 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

今仙電機股份有限公司
台 湾
台北市

百万新台湾ドル

94
％

63.1
車両用ホーン、ランプ、
リレーの製造・販売

イマセン フィリピン マニュフ
ァクチュアリング コーポレー
ション

フィリピン
ラ グ ナ 州

百万フィリピンペソ

162
　

90.0
車両用シートアジャスタ
の製造・販売

イマセン ビュサイラス テクノ
ロジー インク

米 国
オハイオ州

百万米国ドル

14
　

100.0
車両用シートアジャスタ
の製造・販売

広州今仙電機有限公司
中 国
広東省

百万人民元

74
　

100.0
車両用シートアジャスタ
の製造・販売

イマセン マニュファクチュア
リング(タイランド) カンパニ
ー リミテッド

タ イ
アユタヤ県

百万タイバーツ

322
　

100.0
車両用シートアジャスタ
の製造・販売

株式会社九州イマセン 福岡県
北九州市

百万円

50
　

100.0
車両用シートアジャスタ
の製造・販売

イマセン マニュファクチュア
リング インディア プライベー
ト リミテッド

イ ン ド
ラジャス
タ ン 州

百万インドルピー

316
　

99.9
車両用シートアジャスタ
の製造・販売

東洋航空電子株式会社
愛知県
犬山市

百万円

96
　

69.7
航空機用ワイヤーハーネ
ス、各種計測機器の製
造・販売

株式会社岐阜東航電
岐阜県
美濃加茂市

百万円

20
　

－
工作機械用ワイヤーハー
ネス、各種電子機器の製
造・販売

株式会社今仙技術研究所
愛知県
犬山市

百万円

20
　

100.0
身体障害者用車いす、義
手義足の製造・販売

名北三菱自動車販売株式会社
愛知県
丹羽郡
大口町

百万円

70
　

71.4 車両の販売・修理

（注）１. 株式会社岐阜東航電の株式については、東洋航空電子株式会社が100％

所有しております。

２. イマセン マニュファクチュアリング インディア プライベート リミ

テッドの株式については、株式会社今仙技術研究所も所有しており、

同社所有株式を含めた出資比率は100％であります。
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(6) 主要な事業内容　

事 業 内 容 主 要 製 品

自 動 車 部 品 関 連 事 業
車両用シートアジャスタ、リレー、ホーン、ランプの製
造・販売

ワイヤーハーネス関連事業
航空機・工作機械用ワイヤーハーネス、各種計測機器・
電子機器の製造・販売

福 祉 機 器 関 連 事 業 身体障害者用車いす、義手義足の製造・販売

自 動 車 販 売 関 連 事 業 車両の販売・修理

　

(7) 主要な営業所及び工場等

 ① 当社

本　社　　愛知県犬山市字柿畑１番地

 ② 当社営業所及び工場

営業所

名 称 所 在 地

東 京 支 店 東京都中野区

広 島 支 店 広島県東広島市

栃 木 支 店 栃木県芳賀郡芳賀町

 　

工　場

名 称 所 在 地 生 産 品 目

名 古 屋 工 場 愛 知 県 犬 山 市 シートアジャスタ

広 島 工 場 広 島 県 東 広 島 市 リレー、ランプ

可 児 工 場 岐 阜 県 可 児 市 ランプ、ウインドレギュレータ

岡 山 工 場 岡 山 県 倉 敷 市 シートアジャスタ、ランプ

八 百 津 工 場 岐 阜 県 加 茂 郡 八 百 津 町 シートアジャスタ

春 里 工 場 岐 阜 県 可 児 市 ランプ、アッシュトレイ

岐 阜 工 場 岐 阜 県 加 茂 郡 八 百 津 町 シートアジャスタ
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(8) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

従 　 業 　 員 　 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

3,848名（498名） 144名減（864名減）

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

② 当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

 1,708名（261名） 58名増（644名減） 36.8歳 14.1年

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

　

(9) 主要な借入先
(単位：百万円）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,060

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 417
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２．会社の株式に関する事項（平成22年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 49,195,000株

　

(2) 発行済株式の総数

普通株式 17,767,935株（自己株式215,032株を除く）

（注） 転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の権利行使により、普通株式の発

行済株式の総数が154,538株増加しております。

　

(3) 株主数 4,005名

　

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

本 田 技 研 工 業 株 式 会 社 1,066 6.00

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 829 4.66

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 799 4.49

Ｉ Ｍ Ａ Ｓ Ｅ Ｎ 取 引 先 持 株 会 752 4.23

ヤ マ ハ 発 動 機 株 式 会 社 613 3.45

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 605 3.40

今 仙 電 機 従 業 員 持 株 会 524 2.95

株 式 会 社 第 三 銀 行 505 2.84

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 505 2.84

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(中央三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエク
イティインベストメンツ株式会社信託口)

468 2.63

(注)１．持株比率は自己株式（215千株）を控除して計算しております。

　　２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井アセット信託銀行再信託分・Ｃ

ＭＴＢエクイティインベストメンツ株式会社信託口）の所有株式は、中央三井信託銀行

株式会社が所有していた株式をその全額出資子会社であるＣＭＴＢエクイティインベス

トメンツ株式会社へ現物出資したものが、中央三井アセット信託銀行株式会社に信託さ

れたうえで、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたものであり、

議決権行使の指図権はＣＭＴＢエクイティインベストメンツ株式会社に留保されており

ます。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況

該当事項はありません。

　

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。

　

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

区 分
株式会社今仙電機製作所130％コールオプション条項付第１

回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権

発 行 決 議 日 平成17年９月２日

新 株 予 約 権 の 数 167個

新株予約権の目的となる

株 式 の 種 類 及 び 数
普通株式　189,772株

新株予約権の発行価額 無償

行 使 価 額 880円

新株予約権付社債の残高 167百万円

新株予約権の行使期間 自 平成17年11月１日　至 平成22年９月29日

　

区 分
株式会社今仙電機製作所130％コールオプション条項付第２

回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権

発 行 決 議 日 平成19年10月３日

新 株 予 約 権 の 数 3,000個

新株予約権の目的となる

株 式 の 種 類 及 び 数
普通株式　1,915,708株

新株予約権の発行価額 無償

行 使 価 額 1,566円

新株予約権付社債の残高 3,000百万円

新株予約権の行使期間 自 平成19年12月３日　至 平成24年10月31日

（注）第２回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された修正条項の適用により、平成21年12

月14日以降、行使価額が1,957円から1,566円へ修正されました。
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４．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の状況（平成22年３月31日現在）

地 位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 氏 名

代 表 取 締 役 会 長 　 若 山 恭 二

代 表 取 締 役 社 長 　 増 谷 　 修

専 務 取 締 役 管理本部、営業本部、購買本部 統括 上 西 正 司

専 務 取 締 役 開発本部 本部長 梅 田 敏 雄

常 務 取 締 役 製造本部 統括 兼 品質保証本部 本部長 兼

経営体質改革チーム担当

宇 根 敏 昭

取 締 役 営業本部 本部長 植 松 俊 夫

取 締 役 広州今仙電機有限公司 董事長 兼 総経理 渡 邉 和 彦

取 締 役 イマセン ビュサイラス テクノロジー イン

ク 取締役社長

丹 羽 和 秋

取 締 役 製造本部 本部長(名古屋、岐阜、春里、八百

津、可児 各工場担当)

中 島 良 紀

取 締 役 管理本部 本部長 兼 関連会社管理 坪 内 　 明

取 締 役 製造本部 本部長(岡山、広島 各工場担当) 、

株式会社九州イマセン 代表取締役社長

山 田 　 博

取 締 役 購買本部 本部長 兼 購買部 部長 藤 掛 　 治

常 勤 監 査 役 河 村 則 行

常 勤 監 査 役 大 澤 慶 文

監 査 役 公認会計士、扶桑ビジネスパートナーズ株式

会社 取締役

尾 関 誠 治

監 査 役 弁護士、水谷建設株式会社 社外監査役 宮 澤 俊 夫

(注) １．監査役尾関誠治氏及び宮澤俊夫氏は社外監査役であります。

２. 当社は、監査役宮澤俊夫氏を株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。

３．平成21年６月18日開催の第72期定時株主総会において、藤掛治氏は新たに取締役に選任

され、就任いたしました。

４．平成21年６月18日開催の第72期定時株主総会終結の時をもって、取締役田野信行氏及び

取締役鵜飼菊雄氏は任期満了により退任いたしました。

５．監査役尾関誠治氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

　 員数（名） 報酬等の額 (百万円)

取 締 役 14　 282　

監 査 役

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4　

(2)　

61　

(13)　

合 計 18　 343　

(注) １．取締役の報酬限度額は、平成８年６月26日開催の第59期定時株主総会において月額50百

万円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成８年６月26日開催の第59期定時株主総会において月額７百

万円以内と決議いただいております。

３．取締役の報酬等の額には、平成21年６月18日開催の第72期定時株主総会終結の時をもっ

て退任した取締役２名の在任期間中の報酬等の額が含まれております。

４．上記報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額20百万円（取締役18

百万円、監査役２百万円（うち社外監査役０百万円））が含まれております。

５．上記のほか、平成21年６月18日開催の第72期定時株主総会決議に基づき、同総会終結の

時をもって退任した取締役２名に対し支払った役員退職慰労金は、９百万円であります。
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(3) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法

人等との関係
 社外監査役尾関誠治氏は扶桑ビジネスパートナーズ株式会社の取締役であ
ります。なお、同社と当社の間には特別な関係はありません。

　

② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法
人等との関係 
 社外監査役宮澤俊夫氏は水谷建設株式会社の社外監査役であります。なお、
同社と当社の間には特別な関係はありません。

　

③ 当事業年度における主な活動状況

区分 氏 名

取 締 役 会

( 1 4 回 開 催 )

監 査 役 会

( 1 4 回 開 催 )
発 言 状 況

出席回数

（回）

出席率

（％）

出席回数

（回）

出席率

（％）

監査役 尾関誠治 14　 100　 14　 100　

主に財務及び会計につい

て専門的見地からの発言

を適宜行っております。

監査役 宮澤俊夫 14　 100　 14　 100　

主に企業法務について専

門的見地からの発言を適

宜行っております。

　

 ④ 責任限定契約に関する事項
（責任限定契約に関する内容の概要）
当社は、社外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。
当社定款に基づき当社が社外監査役全員と締結した責任限定契約の内容の
概要は下記のとおりであります。
社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、そ
の職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法
第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担
するものとする。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

　あずさ監査法人

　

(2) 報酬等の額
（百万円）

　 支　　払　　額

  当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 　32

　当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他

の財産上の利益の合計額
32

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

　

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は監査役会の請求に

基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすること

といたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任しま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主

総会において、解任の旨及びその理由を報告します。

　

(5) 子会社の監査の状況

　当社の重要な子会社のうち、在外連結子会社は、当社の会計監査人以外の

監査法人等の監査を受けております。
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６．会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①  取締役会は、法令、定款、株主総会決議及び取締役会規程、職務権限規

程、グループ倫理綱領（「倫理憲章」、「企業行動規範」を含む。以下、

倫理綱領という。）等の社内規程に従い、経営に関する重要事項を決定

する。

②  取締役は、法令、定款、取締役会決議及び業務分掌規程その他の社内規

程に従い、職務を執行する。

③  取締役会が取締役の職務執行を監督するため、取締役は、会社の業務執

行状況を取締役会規程に従い、取締役会に報告するとともに、他の取締

役の職務執行を相互に監視・監督する。

④  取締役の職務執行状況は、監査役の監査方針及び監査計画に基づき監査

を受ける。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に則り、各保

存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理する。開示

情報が発生した場合には情報開示担当取締役は内容を精査し、適時適切に

開示する。

　

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　各本部の取締役及び管理監督者は担当業務の内容を整理し、内在するリ

スクを把握、分析、評価しリスクマネジメント委員会に報告するとともに

適正な対策を実施する。リスクマネジメント委員会は全社的なリスクを管

理監督し、内部統制システムの維持、向上を図っていく。

　

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①  月１回定例取締役会を開催するほか、必要に応じて適宜臨時に取締役会

を開催し、経営の基本方針及び経営に係る重要事項について審議決定す

る。

②  取締役会の決議事項に関する執行方針の検討・審議及び執行状況の管理・

統制は、常勤取締役で構成する経営会議で行う。

③  取締役会に付議する重要な事項については、専務以下の常勤取締役によ

る経営検討会において、事前に十分な審議を行う。
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④  取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程

及び職務権限規程において定められた責任、責任者、権限及び執行手続

きの詳細に基づいて運用を行う。

　

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　倫理綱領に基づく行動を担保するため、倫理委員会規程、コンプライア

ンス委員会要領に基づき、その運用の徹底を図る。

②  法令違反その他のコンプライアンスに関する事実の社内通報システムで

ある内部通報制度運営要領の適正な運用を図る。

③  内部監査部門である社長直属の監査室は、内部監査規程に基づき、内部

統制全般の監査を行う。

　

(6) 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

①  倫理綱領に基づき、グループ各社において諸規程を整備するとともに、

その運用を評価し必要な是正を図る。

②  倫理綱領の遵守により反社会的勢力は毅然とした態度で排除する。

③  倫理綱領の遵守状況については、関係会社管理規程に基づき毎月１回開

催される「中央経営協議会（当社役員と全グループ会社の社長が出席）」

と併せて開催される倫理委員会において審議し、内容の充実を図る。

④  グループの経営管理については、社長が任命する「関係会社担当取締役」

が行うことを基本とし、グループ会社が行う重要事項については当社の

事前承認を受ける。

⑤  中央経営協議会において、経営状況の報告・検討を行い、モニタリング

を行う。

　

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

  監査役の職務を補助すべき使用人の設置が求められた場合は、適任者を

監査役職務補助専任者として任命するものとし、当該社員の評価等身分の

決定は、監査役会の同意を得て行う。
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(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

①　監査役は、重要な会議に出席し各職制の重要な業務の報告を受けること

ができるとともに、稟議書その他の重要な書類を閲覧することができる。

②　各取締役は監査役が行う業務監査に当たり、管轄する部門の部課長とと

もに各年度ごとに設定された経営の重要な事項について実施状況を報告

する。

③　内部通報制度運営要領の適切な運用を維持することにより、法令違反そ

の他のコンプライアンス上の問題について監査役へのより適切な報告体

制を確保する。

　

(9) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　代表取締役との面談による重要課題事項の意見・情報交換を行う。

②　監査室との連携及び情報交換を行う。

③　会計監査人との定期的な会合による意見及び情報の交換を行う。

　

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制

  財務委員会は監査室と連携し財務報告に係る内部統制システムの信頼性、

適正性を確保するため継続的に運用評価し必要な是正措置を行う。

　

７．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社では、株主の皆様への利益還元と将来の事業展開に備えて企業体質強化の

バランスを考慮しつつ、安定的な配当を業績に応じて継続的に行うことを配当政

策の基本方針としております。配当の決定機関は、取締役会であります。

　また、内部留保金につきましては、企業体質の一層の充実及び長期的な事業展

開を維持していくための設備投資や研究開発投資に充当し、将来にわたり株主の

皆様のご期待に沿うべく努力してまいります。

　自己株式の取得につきましても、株主の皆様に対する有効な利益還元のひとつ

と考えており、株価の動向や財務状況等を考慮しながら適切に対応してまいりま

す。

　当期末の配当金につきましては、基本方針である安定的な配当と業績のバラン

スを考慮し、１株当たり10円とさせていただきました。

　　

　　


 (注) 事業報告中の記載金額及び株式数は、表示数値未満の端数を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年３月31日現在）

 （単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（ 資 産 の 部 ） 　 （ 負 債 の 部 ） 　

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

35,968

9,564

19,551

4,928

902

1,023

△2

25,244

21,467

7,192

6,515

3,290

3,911

558

356

356

3,421

3,100

162

193

△35

流 動 負 債 22,966

支払手形及び買掛金 12,856

１年内償還予定の社債 167

短 期 借 入 金 2,774

未 払 法 人 税 等 1,854

賞 与 引 当 金 1,086

製 品 保 証 引 当 金 154

そ の 他 4,073

固 定 負 債 8,645

社 債 3,500

長 期 借 入 金 1,885

繰 延 税 金 負 債 548

退 職 給 付 引 当 金 1,741

役員退職慰労引当金 143

そ の 他 826

負 債 合 計 31,611

（ 純 資 産 の 部 ） 　

株 主 資 本 28,752

資 本 金 4,464

資 本 剰 余 金 4,197

利 益 剰 余 金 20,197

自 己 株 式 △108

評価・換算差額等 △46

その他有価証券評価差額金 1,061

為替換算調整勘定 △1,108

少 数 株 主 持 分 895

純 資 産 合 計 29,600

資 産 合 計 61,212 負 債 純 資 産 合 計 61,212
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連 結 損 益 計 算 書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

科　　　目  金　　　額

売 上 高     74,012

売 上 原 価     62,519

売 上 総 利 益     11,493

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     6,307

営 業 利 益     5,185

営 業 外 収 益     327

受 取 利 息 及 び 配 当 金 56     

そ の 他 270     

営 業 外 費 用     231

支 払 利 息 164     

そ の 他 66     

経 常 利 益     5,281

特 別 利 益     27

固 定 資 産 売 却 益 2     

補 助 金 収 入 25     

特 別 損 失     145

固 定 資 産 処 分 損 88     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 57     

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     5,163

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,138     

法 人 税 等 調 整 額 △56 2,081

少 数 株 主 利 益     17

当 期 純 利 益     3,064
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連結株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日残高 4,396 4,129 17,397 △107 25,816

連結会計年度中の変動額      

新株の発行（新株予約権
の行使）

67 67      135

剰 余 金 の 配 当   △264  △264

当 期 純 利 益   3,064  3,064

自 己 株 式 の 取 得    △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 67 67 2,800 △0 2,935

平成22年３月31日残高 4,464 4,197 20,197 △108 28,752

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等
少 数 株 主
持 分

純 資 産 合 計その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年３月31日残高 550 △1,291 △741 925 26,001

連結会計年度中の変動額      

新株の発行（新株予約権
の行使）

    135

剰 余 金 の 配 当     △264

当 期 純 利 益     3,064

自 己 株 式 の 取 得     △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

511 182 694 △30 663

連結会計年度中の変動額合計 511 182 694 △30 3,599

平成22年３月31日残高 1,061 △1,108 △46 895 29,600
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連結注記表

1． 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

 (1) 連結の範囲に関する事項

 ① 連結子会社の数　11社

主要な連結子会社の名称

今仙電機股份有限公司、東洋航空電子㈱、㈱今仙技術研究所、名北三菱自動車販売㈱、

㈱岐阜東航電、イマセン　フィリピン　マニュファクチュアリング　コーポレーション、

イマセン　ビュサイラス　テクノロジー　インク、広州今仙電機有限公司、イマセン　

マニュファクチュアリング（タイランド）カンパニー　リミテッド、㈱九州イマセン、

イマセン　マニュファクチュアリング　インディア　プライベート　リミテッド

 ② 非連結子会社名

㈱ナイト

㈱ナイトは小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしており

ません。

 (2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数　１社

イマセン　ランドホールディング　コーポレーション

同社の決算日は12月31日であります。持分法の適用に当たっては、同日現在の計算書類

を使用しております。非連結子会社１社については、当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がありませんので、この会社に対す

る投資については持分法を適用せず原価法により評価しております。

 (3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち今仙電機股份有限公司、イマセン　フィリピン　マニュファクチュア

リング　コーポレーション、イマセン　ビュサイラス　テクノロジー　インク、広州今

仙電機有限公司、イマセン　マニュファクチュアリング（タイランド）カンパニー　リ

ミテッド及びイマセン　マニュファクチュアリング　インディア　プライベート　リミ

テッドの決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の

計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。
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 (4) 会計処理基準に関する事項

 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券  

その他有価証券  

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

デリバティブ 時価法

たな卸資産 評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

製品・仕掛品 総平均法

商品 個別法

原材料 移動平均法

貯蔵品 最終仕入原価法

 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

主として定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法によっております。

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産

については、一括償却資産として法人税法に規定する方法

により、３年間で均等償却しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　 ３～50年

機械装置及び運搬具 ４～９年

工具器具及び備品　 １～12年

無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内にお

ける見込利用可能期間（５年）による定額法によっており

ます。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額については、残価

保証の取決めがあるリース取引は当該残価保証額、その

他については零とする定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。
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 ③ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計

上しております。

製品保証引当金 製品のクレーム費用の支払に備えるため、過去の実績を基

礎にして発生見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認められる額を計上して

おります｡

会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用

処理しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額を費用処

理しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年) による定率法によ

り発生年度から費用処理しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

 ④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。

 ⑤ 重要なヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たす為替予約及び通貨スワップについては、振当処理を採用しており、

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

 ⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税の会計処理方法

消費税及び地方消費税は税抜方式によっております。

 (5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

 (6) のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれんは、少額の場合を除き５年間で均等償却しております。
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 (7) 連結貸借対照表の表示方法の変更

  前連結会計年度まで区分掲記していた｢長期貸付金｣（当連結会計年度末 85百万円）は、資

産の総額の100分の１以下であるため、当連結会計年度より投資その他の資産の｢その他｣に

含めて表示しております。　

　

2． 連結貸借対照表の注記

 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 49,177百万円

 (2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

 ① 担保に供している資産     

（工場財団）     

建　　　物 386百万円

土　　　地 30百万円

（その他）     

建　　　物 1,778百万円

土　　　地 1,382百万円

合　　　計 3,578百万円

 ② 担保に係る債務     

短期借入金 348百万円

長期借入金

（１年内返済予定額を含む）

2,389百万円

合　　　計 2,737百万円

　

3． 連結株主資本等変動計算書の注記

 (1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　普通株式 17,982,967株

 (2) 配当に関する事項

 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配 当 金
の 総 額

１株当た
り配当額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成21年５月11日
取 締 役 会

普通株式
百万円

140
８円 平成21年３月31日 平成21年６月19日

平成21年11月10日
取 締 役 会

普通株式
百万円

123
７円 平成21年９月30日 平成21年12月７日



－ 24 －

 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総 額

１株当た
り配当額

基 準 日 効力発生日

平成22年
５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金
百万円

177
10円 平成22年３月31日 平成22年６月24日

　

 (3) 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

① 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債(平成17年10月３日発行)

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  189千株

② 第２回無担保転換社債型新株予約権付社債(平成19年11月１日発行)

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,915千株

　

4.  金融商品に関する注記

 (1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に自動車部品関連事業を行うための設備投資計画に照らして、必要

な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しているほか、短期的な運転資金については銀

行借入により調達しております。デリバティブ取引については、外貨建債権債務等及び借

入金の残高の範囲内で個別的に利用することとしており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建債権債務等

については為替相場の変動によるリスクに晒されておりますが、当該リスクを回避する目

的で、為替予約取引等を利用しております。また、借入金は市場金利変動によるリスクが

ありますが、将来の金利上昇によるリスクを回避するとともに、借入金に係る資金調達コ

ストの軽減を図る目的で、金利スワップ取引を利用しております。なお、デリバティブ取

引の契約先は信用度の高い国内の銀行としており、契約不履行に係る信用リスクはほとん

ど無いと判断しております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

　信用リスクについては、社内規定に基づき営業部門が取引先の状況をモニタリングする

ほか、内部管理部門も入金・残高管理を行うことで、回収懸念の早期把握やリスクの軽減

を図っております。

　為替変動リスクや市場金利変動リスクについては、為替予約取引等や金利スワップ取引

を利用することでリスクの軽減を図っており、デリバティブ取引の実行及び管理について

は、社内規定に基づき経理部が一元的に実行及び管理を行い、定期的に管理担当取締役に

対し報告しております。 
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 (2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日（連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは、次表には含めておりません。

(単位：百万円)

　 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 現金及び預金 9,564 9,564 ―

② 受取手形及び売掛金 19,551 19,551 ―

③ 投資有価証券             

その他有価証券 2,996 2,996 ―

資  産  計 32,113 32,113 ―

① 支払手形及び買掛金 12,856 12,856 ―

② １年内償還予定の社債 167 167 ―

③ 短期借入金 1,925 1,925 ―

④ 社債 3,500 3,485 △14

⑤ 長期借入金(※１) 2,733 2,758 24

負  債  計 21,182 21,193 10

デリバティブ取引(※２) ― ― ―

 ※１ 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

 ※２ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で
正味の債務となる項目については、( )で表示しております。

(注)1 金融商品の時価の算定方法

資  産

① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

③ 投資有価証券

株式については、取引所の価格によっております。

負  債

① 支払手形及び買掛金、② １年内償還予定の社債、③ 短期借入金

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。
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④ 社債

市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは元利金の合計
額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値
により算定しております。　

⑤ 長期借入金　

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しております。なお、金利スワップの特例処理の対象とさ
れている長期借入金については（下記「デリバティブ取引」参照）、当該金利
スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借入を行った場合に
適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定しております。　

デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの

該当事項はありません。

② ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められ
た元本相当額等は、次のとおりです。

　 　 　 　 (単位：百万円)
　

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
契約額等の
うち1年超

時価
当該時価の
算 定 方 法

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引 　 　 　 　 　
　

支払固定・受取変動 長期借入金 1,454 1,031 ＊

為替予約等の
振当処理

為替予約取引 　 　 　 　
先物為替相場に
よっております。売建 売掛金 1,331 ― △35

（*）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

(注)2 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式67百万円については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められるため、｢③投資有価証券 その他有価証券｣には含めておりません。
　

　

5. 賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
6. １株当たり情報の注記

 (1) １株当たり純資産額 1,615円57銭
 (2) １株当たり当期純利益 173円74銭

　
7．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成22年３月31日現在）

 （単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（ 資 産 の 部 ） 　 （ 負 債 の 部 ） 　

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

28,431

6,516

1,010

16,697

659

298

595

211

2

626

850

717

244

23,694

14,415

4,661

410

4,042

18

1,786

3,382

113

224

129

80

14

9,054

2,949

4,724

0

1,148

200

1

33

△3

流 動 負 債 19,171

支 払 手 形 1,150

買 掛 金 9,555

１年内償還予定の社債 167

短 期 借 入 金 450

１年内返済予定の長期借入金 764

リ ー ス 債 務 793

未 払 金 914

未 払 法 人 税 等 1,638

未 払 費 用 997

賞 与 引 当 金 935

製 品 保 証 引 当 金 154

設備関係支払手形 74

そ の 他 1,574

固 定 負 債 7,795

社 債 3,500

長 期 借 入 金 1,723

リ ー ス 債 務 575

繰 延 税 金 負 債 197

退 職 給 付 引 当 金 1,296

役員退職慰労引当金 113

投 資 損 失 引 当 金 391

負 債 合 計 26,967

（ 純 資 産 の 部 ） 　

株 主 資 本 24,104

資 本 金 4,464

資 本 剰 余 金 4,197

資 本 準 備 金 4,197

利 益 剰 余 金 15,550

利 益 準 備 金 210

その他利益剰余金 15,339

固定資産圧縮積立金 127

別 途 積 立 金 5,428

繰越利益剰余金 9,783

自 己 株 式 △108

評価・換算差額等 1,053

その他有価証券評価差額金 1,053

純 資 産 合 計 25,158

資 産 合 計 52,126 負 債 純 資 産 合 計 52,126
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損　益　計　算　書

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

 （単位：百万円）

科　　　　目 金　　　　額

売 上 高     56,098

売 上 原 価     48,062

売 上 総 利 益     8,036

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     4,471

営 業 利 益     3,564

営 業 外 収 益     863

受 取 利 息 及 び 配 当 金 744     

そ の 他 119     

営 業 外 費 用     251

支 払 利 息 120     

そ の 他 130     

経 常 利 益     4,176

特 別 利 益     1

固 定 資 産 売 却 益 1     

特 別 損 失     140

固 定 資 産 処 分 損 83     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 57     

税 引 前 当 期 純 利 益     4,037

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,638     

法 人 税 等 調 整 額 △205 1,433

当 期 純 利 益     2,604
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株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成21年３月31日残高 4,396 4,129 210 127 5,428 7,443 △107 21,629

事業年度中の変動額         

新株の発行
（新株予約権
の 行 使 ）

67 67      135

剰余金の配当      △264  △264

当期純利益      2,604  2,604

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計 67 67 － － － 2,339 △0 2,475

平成22年３月31日残高 4,464 4,197 210 127 5,428 9,783 △108 24,104

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

平成21年３月31日残高 557 22,187

事業年度中の変動額   

新株の発行
（新株予約権
の 行 使 ）

 135

剰余金の配当  △264

当期純利益  2,604

自己株式の取得  △0

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

495 495

事業年度中の変動額合計 495 2,971

平成22年３月31日残高 1,053 25,158
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個別注記表

１．重要な会計方針

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

 ① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法

 ② その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法  (評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

 (2) デリバティブ取引の評価基準

 (3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

時価法

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）によっております。

 ① 製品・仕掛品 総平均法

 ② 原 　材 　料 移動平均法

 ③ 貯　 蔵　 品 最終仕入原価法

 (4) 固定資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によっ

ております｡

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減

価償却資産については、一括償却資産として法

人税法に規定する方法により、３年間で均等償

却しております。

 ② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

ただし、ソフトウエア（自社利用）については、

社内における見込利用可能期間（５年）による

定額法によっております。

 ③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額につい

ては、残価保証の取決めがあるリース取引は

当該残価保証額、その他については零とする

定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。
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 (5) 引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

 ② 賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

 ③ 製品保証引当金 製品のクレーム費用の支払に備えるため、過去

の実績を基礎にして発生見込額を計上しており

ます。

 ④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

期末において発生していると認められる額を計

上しております｡

会計基準変更時差異については、15年による按

分額を費用処理しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年) による定率法により発生年度から費用処理

しております。

 ⑤ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。

 ⑥ 投資損失引当金 関係会社への投資等に係る損失に備えるため、

各社の財政状態等を勘案し、所要額を計上して

おります。

 (6) ヘッジ会計の方法

振当処理の要件を満たす為替予約及び通貨スワップについては、振当処理を採用しており、

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

 (7) 消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。
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２．貸借対照表の注記

 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 39,532百万円

 (2) 関係会社に対する短期金銭債権 6,423百万円

 (3) 関係会社に対する長期金銭債権 200百万円

 (4) 関係会社に対する短期金銭債務 1,980百万円

 (5) 担保に供している資産及び担保に係る債務

 ① 担保に供している資産     

（工場財団）     

建　　　物 386百万円

土　　　地 30百万円

（その他）     

建　　　物 1,582百万円

土　　　地 1,210百万円

合　　　計 3,210百万円

 ② 担保に係る債務     

短期借入金 348百万円

長期借入金

（１年内返済予定額を含む）

2,314百万円

合　　　計 2,662百万円

 (6) 保証債務

以下の各社に対し、保証を行っております。　

    

イマセン ビュサイラス テクノロジー イン

ク

（銀行借入及びリース契約）

661百万円

イマセン マニュファクチュアリング（タイ

ランド）カンパニー リミテッド

（銀行借入）

32百万円

広州今仙電機有限公司（銀行借入） 240百万円

合　　　計 934百万円

３．損益計算書の注記

 (1) 関係会社への売上高 15,460百万円

 (2) 関係会社からの仕入高 3,147百万円

 (3) 関係会社への営業費用 76百万円

 (4) 関係会社との営業取引以外の取引高 746百万円

４．株主資本等変動計算書の注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 215,032株
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５．税効果会計の注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産     

未払事業税 136百万円

賞与引当金 379百万円

製品保証引当金 62百万円

退職給付引当金 526百万円

役員退職慰労引当金 46百万円

減損損失 361百万円

その他 428百万円

繰延税金資産小計 1,941百万円

評価性引当額 △629百万円

繰延税金資産合計 1,312百万円

繰延税金負債     

固定資産圧縮積立金 △87百万円

その他有価証券評価差額金 △703百万円

繰延税金負債合計 △791百万円

繰延税金資産の純額 520百万円

６．リースにより使用する固定資産の注記

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 工具、器具及び備品  

取得価額相当額　　　　　 2,049百万円 

減価償却累計額相当額 1,615百万円 

期末残高相当額 433百万円 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

　１年内 422百万円

　１年超 25百万円

　合計 448百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　支払リース料 1,305百万円

　減価償却費相当額 1,252百万円

　支払利息相当額 36百万円
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 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額については、残価保証の取決めがあるリース取引は

当該残価保証額、その他については零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については利息法によっております。

７．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

（単位：百万円）

種 類 会 社 等 の 名 称

議 決 権 等
の 所 有
(被所有 )
割合 (％ )

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子

会

社

イマセン ビュサイラス
テクノロジー インク

所有 直接 
100％

役員の兼任
シートアジャ
スタの製品販
売、債務の保
証

製品の販売
 

債務保証

 5,672
　

 661

売掛金
 
－

  2,499
　

 －

広州今仙電機有限公司
所有 直接 

100％

役員の兼任
シートアジャ
スタの製品販
売、債務の保
証

製品の販売 7,630 売掛金 2,199

東洋航空電子株式会社
所有 直接 

69.7％
役員の兼任   資金の預り     848

流動負債
「その他」
（預り金）

885

(注) １ 製品の販売については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

２ 資金の預りは、ＣＭＳ（キャッシュ･マネジメント･システム）に係るものであり、市場

金利を勘案して利率は合理的に決定しております。なお、取引金額は平均残高を記載し

ております。

３ 債務保証は、同社の銀行借入及びリース契約につき実施したものであります。

４ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。

８．１株当たり情報の注記

 (1) １株当たり純資産額 1,415円93銭

 (2) １株当たり当期純利益 147円65銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書  

 平成22年５月10日 

 株 式 会 社 今 仙 電 機 製 作 所  

 取 締 役 会  御 中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 安 井 金 丸 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 加 藤 浩 幸 

　

 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社今仙電機製

作所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算

書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検

討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、株式会社今仙電機製作所及び連結子会社

から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書  

 平成22年５月10日 

 株 式 会 社 今 仙 電 機 製 作 所  

 取 締 役 会  御 中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 安 井 金 丸 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 加 藤 浩 幸 

　

 

   当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社今仙

電機製作所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第73期事業年度の

計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその

附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計

算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の

結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成21年4月１日から平成22年3月31日までの第73期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。　
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　　　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、内部統制システムの整備・運用状況等を重点監査

項目として設定し、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　　各監査役は、監査役会が定めた「監査役監査基準」に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に
基づき整備されている体制(内部統制システム)の状況を、監査役会が定めた「内部統制システムに係
る監査の実施基準」に準拠し、監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上
の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

    　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当
該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び
その附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。 

　
２．監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果
　　一  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
　　二  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。
　　三  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(３) 連結計算書類の監査結果
　　会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

 
平成22年５月10日

株式会社今仙電機製作所　監査役会

常 勤 監 査 役 河 村 則 行 

常 勤 監 査 役 大 澤 慶 文 

社 外 監 査 役 尾 関 誠 治 

社 外 監 査 役 宮 澤 俊 夫 

 

以　上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　取締役12名選任の件

　本総会終結の時をもって取締役全員（12名）が任期満了となりますので、取締

役12名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況並びに
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

１
若 山 恭 二
(昭和10年２月20日生)

昭和35年10月　当社入社

昭和52年12月　第一営業部 部長

昭和56年５月　東京支店 支店長

昭和63年３月　取締役

平成３年12月　常務取締役

平成９年６月　代表取締役社長

平成19年６月　代表取締役会長 (現任)

113,629株

２
増　谷　　　修
(昭和19年７月25日生)

昭和42年４月　当社入社

昭和63年７月　第一製造部 統括部長

平成６年６月　生産技術部 部長

平成11年７月　生産本部 参与

平成12年４月　第一製造部 部長・名古屋工

場 工場長

平成13年６月　取締役

平成16年６月　常務取締役

平成17年４月　海外統括部・新機種玉成チー

ム・生産管理部・生産技術

部・第一製造部・第二製造部

統括

平成17年６月　専務取締役

社長補佐（海外事業本部、購

買本部、第一・第二製造本

部） 第一製造本部　統括

平成19年６月　代表取締役社長 (現任)

37,885株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況並びに
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

３
上 西 正 司
(昭和22年６月１日生)

昭和46年４月　当社入社

平成10年５月　業務部 第一営業部 部長

平成11年７月　営業本部 第一営業部 参与

平成15年10月　第三営業部 部長 広島支店 

支店長

平成16年６月　取締役

平成17年４月　営業企画部･第三営業部 管理

平成17年６月　常務取締役 

営業本部 統括

平成19年１月　営業本部･海外事業本部 統括

平成19年６月　営業本部 本部長 兼 購買本

部 本部長 兼 海外事業本部

本部長

平成19年11月　営業本部 本部長 兼 購買本

部 本部長 兼 海外事業本部

本部長 兼 イマセン マニュフ

ァクチュアリング インディ

ア プライベート リミテッド

取締役社長

平成20年６月　専務取締役 (現任)

営業本部 本部長 兼 海外事業

本部 本部長 兼 購買本部 バ

ックアップ

平成21年３月　営業本部 本部長 兼 購買本

部 バックアップ

平成21年６月　管理本部、営業本部、購買本

部 統括 (現任)

43,503株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況並びに
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

４
梅 田 敏 雄
(昭和22年11月３日生)

昭和45年３月　当社入社

平成９年６月　技術本部 品質保証部 部長

平成13年４月　品質保証本部 品質保証部 部

長

平成15年10月　品質保証部 部長

平成16年６月　取締役

品質保証部 管理 品質保証部

部長

平成17年６月　常務取締役

品質保証本部 統括

平成19年６月　開発本部 本部長 (現任)

平成20年６月　専務取締役 (現任)

24,566株

５
宇 根 敏 昭
(昭和22年２月20日生)

昭和44年４月　当社入社

平成10年５月　技術本部 第一設計部 部長

平成11年７月　技術本部 設計部 部長

平成17年４月　設計部 部長 兼 R&Dグループ

部長

平成17年６月　取締役

開発本部 統括

平成19年６月　品質保証本部 副本部長

平成20年６月　常務取締役 (現任)

品質保証本部 本部長

平成21年６月　製造本部 統括 兼 品質保証本

部 本部長 兼 経営体質改革チ

ーム担当 (現任)

13,716株

６
植 松 俊 夫
(昭和22年11月29日生)

昭和45年３月　当社入社

平成９年６月　業務本部 栃木支店 支店長

兼 東京支店 支店長

平成11年７月　営業本部 第二営業部 参与

兼 栃木支店 支店長

平成15年11月　イマセン ビュサイラス テク

ノロジー インク出向

平成19年６月　取締役 (現任)

営業本部 副本部長

平成21年６月　営業本部 本部長 (現任)

13,474株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況並びに
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

７
渡 邉 和 彦
(昭和22年10月10日生)

昭和45年３月　当社入社

平成10年５月　生産本部 生産技術部 部長

平成13年４月　生産本部 第一製造部 部長

平成17年４月　生産技術部 部長

平成19年２月　第一製造本部 岐阜工場 工場

長

平成19年６月　取締役 (現任)

　　　　　　　第二製造本部 副本部長

平成20年５月　広州今仙電機有限公司 董事

長 兼 総経理 (現任)

（重要な兼職の状況）

広州今仙電機有限公司 董事長 兼 総経理

9,781株

８
　
丹 羽 和 秋
(昭和25年７月24日生)

昭和52年11月　当社入社

平成10年５月　生産本部 生産管理部 部長

平成13年４月　生産本部 購買部 部長

平成17年４月　新機種玉成チーム 部長

平成19年４月　第一製造本部 名古屋工場 工

場長

九州イマセン代表取締役社長

平成19年６月　取締役 (現任)

第一製造本部 副本部長

平成20年６月　製造本部 本部長

平成21年６月　イマセン ビュサイラス テク

ノロジー インク 取締役社長

(現任)

（重要な兼職の状況）

イマセン ビュサイラス テクノロジー イン

ク 取締役社長

6,081株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況並びに
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

９
中 島 良 紀
(昭和24年１月30日生)

昭和46年４月　当社入社

平成11年４月　生産本部 名古屋工場 工程改

善グループ グループ長

平成14年７月　広州今仙電機有限公司 出向

平成17年６月　同社 董事長 兼 総経理

平成20年６月　取締役 (現任)

製造本部 副本部長(岐阜工場

担当) 兼 開発本部 副本部長

（生産技術部担当）

平成21年６月　製造本部 本部長 (名古屋、岐

阜、春里、八百津、可児 各工

場担当) (現任)

7,270株

10
坪  内     　 明
(昭和25年11月７日生)

昭和49年５月　当社入社

平成15年４月　管理本部 経営企画統括室 部

長

平成17年６月　管理本部 経営企画部 部長

平成19年４月　管理本部 経理部 部長

平成20年６月　取締役 (現任)

管理本部 副本部長 兼 関係会

社管理

平成21年６月　管理本部 本部長 兼 関係会社

管理 (現任)

4,674株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況並びに
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

11
山  田     　博
(昭和29年７月28日生)

昭和52年４月　当社入社

平成13年４月　生産本部 生産技術部 部長

平成17年４月　第四製造部 部長

平成19年４月　第二製造本部 広島工場 工場

長

平成20年６月　取締役 (現任)

製造本部 副本部長 (広島工場

担当) 兼 開発本部 副本部長

(広島設計部担当)

平成21年６月　製造本部 本部長 (岡山工場担

当) 兼 広島工場 工場長

　　　　　　　株式会社九州イマセン 代表取

締役社長 (現任)

平成22年１月　製造本部 本部長 (岡山、広

島 各工場担当) (現任)

（重要な兼職の状況）

株式会社九州イマセン 代表取締役社長

6,977株

12
 
藤  掛     　治
(昭和30年２月26日生)

昭和53年４月　当社入社

平成11年７月　技術本部 設計部 担当部長

兼 栃木設計課 課長

平成14年４月　営業・技術本部 設計部 担当

部長

平成15年４月　営業・技術本部 設計部 担当

部長 兼 Ｃ１チーム リーダー

平成15年８月　営業・技術本部 第二営業部

部長 兼 設計部 担当部長 兼

Ｃ１チーム リーダー

平成15年９月　営業・技術本部 第二営業部

部長 兼 設計部 担当部長 

平成16年７月　営業・技術本部 第二営業部

部長

平成18年４月　購買本部 購買部 部長

平成21年６月　取締役 (現任)

　　　　　　　購買本部 本部長 兼 購買部

部長 (現任)

2,845株

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第２号議案　監査役１名選任の件

  監査役宮澤俊夫氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 重 要 な 兼 職 の 状 況 及 び
当 社 に お け る 地 位

所有する当社
の 株 式 数

宮 澤 俊 夫

(昭和25年６月11日生)

昭和51年４月　東京地方検察庁検事任官

昭和63年３月　名古屋法務局訟務部付検事退官

昭和63年５月　弁護士 (名古屋弁護士会) (現任)

平成18年６月　当社 社外監査役 (現任)

平成18年11月　水谷建設株式会社 社外監査役

              (現任)

2,470株

（注）１.候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２.宮澤俊夫氏は、社外監査役候補者であり、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋

証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員の要

件を満たしております。

３.宮澤俊夫氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士としての専門的な知識・経験等

を当社の監査体制に活かしていただきたいためであります。

４.宮澤俊夫氏の監査役在任期間は、本総会終結の時をもって４年であります。

      ５.宮澤俊夫氏は、選任後、当社との間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約

を法令の限度内で締結しており、再任が承認された場合には、本契約と同内容の契約を

改めて締結する予定であります。



－ 45 －

第３号議案　補欠監査役１名選任の件

  法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項

の規定に基づき、予め補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生　年　月　日）

略 歴 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
の 株 式 数

長 谷 川 　 周 義
(昭和17年７月10日生)

昭和44年２月　税理士登録

昭和50年２月　公認会計士登録

昭和57年10月　監査法人ユニー会計事務所 設立社

員就任

昭和62年12月　同上 代表社員 就任

平成19年７月　みすず監査法人 退所

平成19年８月　公認会計士長谷川周義事務所 所

長 (現任)

平成20年６月　株式会社トウチュウ 社外監査役

(現任)

―株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．長谷川周義氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．長谷川周義氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士としての専門的な知識・

経験等を当社の監査体制に活かしていただきたいためであります。

４．長谷川周義氏が監査役に就任する場合には、当社との間で会社法第427条第１項の規定

による責任限定契約を法令の限度内で締結する予定であります。

　

以 上
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株主総会会場ご案内図
　

会場　　愛知県犬山市犬山北古券107－１

名鉄犬山ホテル　２階　「彩雲」（北）

TEL(0568) 61-2211

至
岐
阜ＪＲ高山線 ＪＲ鵜沼駅

新鵜沼駅
名鉄各務原線

国宝
犬山城

至
一
宮

名鉄
犬山ホテル

国宝茶室
如庵

五郎丸交差点を
高架に乗らず
左側道に入る

名
鉄
犬
山
線

41

21

至
一
宮
Ｉ．Ｃ

小牧Ｉ．Ｃ

至名古屋 名古屋空港 至上飯田
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県道名古屋犬山線

犬山駅
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犬山遊園駅

モンキー
パーク

至美濃太田

尾張パーク
ウェイ

至
高
山

木曽川

＜交通の便＞

名鉄犬山線　犬山遊園駅下車　徒歩８分

東名高速　小牧I.Cより　25分

●お車でお越しの場合は、名鉄犬山ホテル駐車場をご利用ください。

●電車でお越しの場合は、犬山駅より送迎バスを運行いたします。

10時20分に犬山駅西口ロータリーを出発いたしますのでご利用くださ

い。

環境にやさしく……本紙は再生紙を使用しております。


